
再生可能エネルギー事業規律強化事業
令和6年度概算要求額 6.6億円（新規）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

FIT制度等の導入を契機として、規模や属性も異なる様々な事
業者による参入が急速に拡大してきた太陽光発電を中心に、安
全面、防災面、景観や環境への影響、将来の廃棄等に対する
地域の懸念は高まっている。これまで法令違反等が疑われる案
件について発電指導者に適切な指導を行っているものの、未だ地
域の懸念は払拭されていない。

そのため、改正再エネ特措法の施行により、事業規律強化に係
る体制を構築し、適切な処分を行う等により、地域と共生した再
生可能エネルギーの導入拡大を促進することを目的とする。

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課

産業保安グループ電力安全課

成果目標

地域と共生する再生可能エネルギーの導入実現を目指す。

事業概要

地域と共生する再生可能エネルギーの導入実現のため、以下の
取組を行う。

再生可能エネルギー発電設備の現地調査等を行い、把握した
情報について、再エネ特措法に基づく認定計画の内容や条例を
含む各種法令状況等と照合の上、調査分析し、再エネ特措法
における事業規律違反や、関係法令違反が疑われる案件の洗
い出しを行う。

現地調査等を通じて、違反の実態を確認の上、経産局、保安
監督部、関係省庁、自治体に対しプッシュ型で情報提供を行い、
関係法令の処分を行うとともに、再エネ特措法上のFIT/FIP交
付金の一時停止などの処分を実施する。

国
検査官配置・新規雇用

民間事業者等

委託（現地調査等） ・現地調査
・調査結果分析
・違反事案の
洗い出し
・事業者に対する
ヒアリング
・行政処分等の
実施

等

柵塀が設置されて
いない設備

不適切な場所に
設置にされた設備

関係法令を遵守していない
疑いのある再エネ設備
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